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歴史課長
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○被災地の復興まちづくりについて 

 被災地域を市内21地区に分け、各地区別の復興計画案について被災住民と意見交換を行っている。

国の復興関係制度の成立が12月 7日と遅れたため、事業手法を具体的に検討し始めたのは12月から

となり、事業手法や住民の移転先等、各地区で基本的な合意が得られるまで、発災から11カ月の時間

を要した。 

 復興に際しての課題は多岐にわたるが大きな課題は以下のとおり。 

 ①各地区の津波シミュレーションと防潮堤 

 ②地盤沈下分の嵩上げ盛土 

 ③高台移転の場所、事業費 

 ④復興に関する地域の壮大な要望 

 ⑤復興に直接関係ない要望 

 

○復興交付金事業計画について 

 昨年12月に成立した東日本大震災復興特別区域法は、①復興特別区域、②復興推進計画、③復興整

備計画、④復興交付金事業計画 の4本柱から成っている。 

 このうち④が被災地域の復興にかかる交付金事業として被災自治体が1兆5600億円の争奪戦を行っ

ており、宮崎が面整備系の復興交付金事業計画を担当している。 

 釜石市は当初 2200 億円の交付金計画を予定（H23.12 末）していたが、東日本大震災復興対策本部

（現復興庁）のヒアリングや各事業費精査により、要望額は約1200億円となっている。 

 

○事業着手第1号 

 森田主任が担当する花露辺（けろべ）地区は、岩手県で初めて、復興まちづくりについて高台移転

で合意した（おそらく東北被災地で第1号）。  

 10世帯余りが地区内に建設される公営住宅や用意される宅地で自力再建する予定で、公営住宅は早

ければ2012年度内に完成の見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長から辞令を受け取る宮崎係長、森田主任   片岸・川目地区懇談会で説明する森田主任 
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第1隊の出発式 

東日本大震災支援対策担当として 

支援活動名 東日本大震災支援本部 

所属    総務企画局総務課東日本大震災支援対策担当係長 

氏名    横川 大信 

活動期間  平成23年 3月 25日～  

活動場所  北九州市 

 

●毎日開かれた支援本部会議 

本市では、発災直後、市長を本部長とする東日本大震災支援本部を立ち上げ、連日、本部会議を開

催しました。これは、庁内全部局による支援体制の構築と迅速な情報収集、正確な情報発信を行うた

めです。ここで各省庁からの要請による各部局の支援状況（職員派遣等）が報告され、情報の共有が

なされました。 

 

●対口支援 

本市は、各省庁からの要請による支援では単発の支援を繰り返すだけになってしまうため、特定の

自治体を直接支援する必要があると考えました。その際、四川大地震で話題となった「対口支援」を

念頭に置いていました。これは相手先自治体を特定し、長期的かつ継続的に支援を実施するもので、

中国では震災直後に中央政府の指示で自治体間をマッチングしたというものです。 

今回の東日本大震災でも、総務省が全国知事会、市長会等を通じて枠組みを作ろうとしていました。

しかし、災害対応ではスピード感が求められます。本市は、市長会のスキームに乗る準備をしながら、

他方で、独自に同じ製鉄の町である岩手県釜石市を中心に支援を行う検討に入りました。 

 

●本市職員の熱い思い 

本市から実際に職員を派遣する上で、国や現地自治体、関係部局との調整作業等全てに迅速さが求

められるなど困難も多くありましたが、それ以上に派遣される職員の安全確保に不安を感じることも

ありました。しかし、本市の全職員を対象に行った支援職員登録の呼びかけに 1000 人以上の申し出

があるなど、市職員の震災支援に対する熱い思いにも後押しされました。 

 

●釜石市の避難所運営支援 

釜石市では、職員自身も被災しており、深刻な人手不足

となっていました。そこで、釜石市の職員が本来業務や復

旧・復興の業務に就けるよう、避難所の運営を釜石市の職

員に代わって北九州市の職員が担うこととし、震災支援本

部が中心となり職員派遣を行うこととなりました。 
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派遣職員が携行した放射線線量計 

北九州市を訪れた釜石の方々 

釜石市東日本大震災犠牲者追悼式 

 現地での活動では、余震の際の通信断絶に備え衛星携帯

電話を配備し、原発事故対策として派遣職員は常に放射線

線量計を携行し、不測の事態に備える体制を整えました。 

4 月下旬に第１隊を派遣し、その後も派遣を継続するこ

とで釜石市との信頼関係も生まれ、避難所の運営を全面的

に任せていただけるようになり、8月上旬の 17隊まで、195

名の本市職員が避難所に寝泊りしながら活動を行いました。 

 

●釜石市との交流 

 釜石市への支援を継続していくうち、釜石市内を北九州

市のユニフォームを着て歩いていると、通行人や撤去作業

をしている人たちから何度もお礼を言われるなど、釜石市

民の方から感謝の声をいただくようになりました。 

 さらに本市が避難所運営のお手伝いをしていた釜石小学

校の先生方や自治会長が、お礼を兼ねて北九州市を訪ねて

いただくなど釜石市との絆が深まっています。今後も被災

地支援にとどまらず本市と釜石市の交流が進むことを願い

ます。

 

 

●東北地方の復興、日本の再生 

震災から一年の 24 年 3 月 11 日、釜石市東日本大震災犠

牲者追悼式に出席しました。肉親や親族を亡くした遺族等

1,500 人でいっぱいとなった会場は静かな祈りに包まれま

した。遺族の代表は涙をこらえながら、「絶望でいっぱいだ

ったが、今は店を再開しようとがんばっている。生かされ

た私たちがそれぞれの役割を果たすことから釜石の復興が

始まる」と誓われました。 

私たちは、遠く離れた九州に位置していますが、今回の

震災をわが身のこととして、今後も支援を続けていくことが、東北地方の復興、さらには日本の再生

につながると思います。 

環境やものづくりの技術、政令市ならではのインフラ整備のノウハウなど、本市が協力できる分野

はまだまだ多くあります。被災地の復興に向けて、職員だけでなく市全体の思いを届けられるよう、

これからも自分の役割を果たしていきたいと思います。 




